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１ 　研究の目的

　本研究は、従来の企業の社会的責任（corporate�social�responsibility,�CSR）や共
有価値創造（creating�shared�value,�CSV）理論に内在する経営意思決定の構造的
矛盾を超克し、地域社会（ 4 - 1 を参照）における中小企業（ 4 - 2 を参照）のレゾ
ンデートル（raison�d'être）形成を意識した人的資本経営を探索的研究により明ら
かにすることを目的とする。
　なお、本研究で用いる「人的資本経営」とは「人材を『資本』として捉え、その
価値を最大限に引き出すことで、中長期的な企業価値向上につなげる経営のあり
方」（経済産業省，n.d.）を指す。

２ 　先行研究との位置関係

２ - １ 　CSR/CSV 理論の先行研究
２ - １ - １ 　Bowen（１953）
　Bowen（1953）は CSR 概念を先駆的に体系化している。Bowen は「企業は利潤
追求だけでなく、社会の福祉や価値観に沿った意思決定を行うべきである」と主張
し、企業の「社会的権力」に伴う CSR を強調している。CSR を「実業家が、社会
が一般的に望む目的や価値観に沿った政策を追求し、意思決定を行う義務」と定義
し、この責任の根拠として、（ａ） 社会一員としての道徳的義務、（ｂ） 長期的な企業
成長のための社会安定の必要性、（ｃ） 株主以外のステークホルダーへの配慮を挙げ
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ている。Bowen は具体的な責任領域には労働環境の改善・消費者保護・地域貢献・
公益活動が含まれると論じており、CSR の基礎的枠組みを提示した点で歴史的意
義が大きい。

２ - １ - ２ 　Friedman（１970）
　Friedman（1970）は CSR を厳しく批判し、自由市場経済における企業の本質的
な役割を再定義している。Friedman の主張の核心は、「唯一の CSR は、ルール

（法と倫理的慣習）の範囲内で利潤を追求すること」にあり、この立場を支える倫
理を、以下のように展開する。第一に、CSR の概念そのものに疑義を呈している。
企業は「人工的な存在」に過ぎず、責任を負う主体はあくまで株主や経営者個人で
あり、特に、経営者は株主の代理人として行動すべきで、株主の利益である利潤の
最大化に反する行動、例えば、環境保護のため利益を犠牲にしたり、インフレ抑制
のために価格を据え置いたりすることは、「他人の資金を無断で流用する課税行為」
に等しいと批判し（p.123）、このような行為は民主的な手続きを欠き、政府の役
割を侵す「社会主義的な発想」につながると主張している。第二に、市場メカニズ
ムの優位性を強調している。自由競争は個人の自発的な選択に基づく「合意」を原
則とし、政治的メカニズムによる強制的な一致とは根本的に異なり、経営者が社会
目標を追求することは、専門性の欠如（例えばインフレ対策の知識不足）や持続可
能性の問題（例えば株主の反発や競合他社への顧客流出）を引き起こすと指摘し、

「他人を『搾取』するのは、利他的な目的であっても許されない」と述べ、市場の
自律性を擁護している（p.125）。第三に、例外事例と偽善的な戦略を指摘している。
個人事業主が自己資金で社会的活動を行う場合は自由であるが、大企業の CSR 表
明、例えば、地域貢献や慈善活動は、「長期的な利益追求の隠れ蓑」に過ぎないと
断じている（p.126）。ただし、Friedman はこれを「窓飾り」と表現しつつも、制
度的に是認される現実は認めており、こうした行為が「利益追求は悪」という世論
を助長し、価格統制を招く点を危惧している。結論として、Friedman は CSR を

「自由社会を破壊する根本的に破壊的な教義」と位置付け（p.126）、企業の役割を
厳格に利潤追求に限定する必要性を訴えている。

２ - １ - 3 　Carroll（１99１）
　Carroll（1991）は CSR を「経済的責任」「法的責任」「倫理的責任」「慈善的責
任」の 4 層から成るピラミッドモデルで体系化し、ステークホルダー管理と倫理的
経営の実践的枠組みを提示している。Carroll は CSR を優先順位に基づく階層構造
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として定義し、基盤となる「経済的責任」は企業の存続に不可欠な利益追求を指し、
競争力と効率性の維持を要件としている。次に、「法的責任」は法規制順守を社会
との「暗黙の契約」と位置付け、第三層の「倫理的責任」は法を超えた公平性や正
義を要求し、最上層の「慈善的責任」は芸術支援や地域ボランティアなど自発的な
社会貢献を包含し、必須ではないが信頼構築に寄与するとしている（pp.40-42）。
ステークホルダー管理では株主・従業員・顧客・地域社会など多様な利害関係者の

「正当性（legitimacy）」と「権力（power）」を分析する必要性を強調している。具
体的には、（1） ステークホルダーの特定、（2） 要求内容の理解、（３） 機会と課題の
抽出、（4） 責任の分類（経済・法・倫理・慈善）、（５） 戦略策定の ５ 段階プロセスを
提案している（p.43）。Carroll は経営者の倫理観を「非倫理的経営」「非倫理的中
立経営」「倫理的経営」に分類し、ステークホルダーへの対応を比較している。「非
倫理的経営」は利益最大化のために法や倫理を無視し、「非倫理的中立経営」は倫
理を意識せず法の最低限を遵守するが、無意識に社会へ悪影響を与えるリスクがあ
り、対照的に「倫理的経営」は歴史的建造物の保全や従業員の権利保護など、法の
精神を超えたリーダーシップを発揮すると指摘している（pp.44-47）。Carroll は短
期的利益に囚われない「倫理的経営」の制度化を提言し、特に「無意識のアンモラ
ル経営」の回避を促しており（p.48）、企業が社会的信頼を獲得するための具体的
な行動指針を提供している点で学術的・実務的意義が大きい。

２ - １ - 4 　Elkington（１997）
　Elkington（1997）は企業の持続可能性を測る指標「トリプルボトムライン（triple�
bottom�line、TBL）」を提唱している。Elkington は企業の成功を「利益（profit）」

（財務的成果）だけでなく、「社会的責任（people）」（人権、労働環境、地域社会へ
の配慮）、「環境的責任（planet）」（資源管理や生態系保護）の ３ 軸で評価すべきと
主張している。また、企業が持続可能性を実現するために乗り越えるべき課題とし
て「市場の革命」（グローバル化と倫理的消費の台頭）、「価値観の革命」（ステーク
ホルダーの意識変化）、「透明性の革命」（企業の CSR 報告書による情報開示と説明
責任の強化）、「ガバナンスの革命」（政府規制だけでなく、自主的な企業統治の必
要性）、「技術の革命」（環境負荷の少ないイノベーションの推進）、「資源の革命」

（有限な資源から再生可能エネルギーへの転換）、「時間軸の革命」（短期的利益から
長期的視野への転換）の ７ つの革命的変化を挙げ、特に「時間軸の革命」の重要性
を強調している。さらに、TBL 導入には「持続可能性の測定」（環境負荷や社会へ
の影響を定量化する指標の開発）、「ステークホルダー・エンゲージメント」（顧客、
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従業員、地域社会との対話）、「サプライチェーン管理」（倫理的調達やフェアト
レードの導入）の必要性を指摘し、経済・社会・環境の実践的なバランスを求めて
いる。

２ - １ - 5 　Porter and Kramer（２006）
　Porter�and�Kramer（2006）は従来の CSR アプローチが「断片的で戦略と無関
係」（p.78）であると指摘し、企業と社会の相互依存関係を戦略的に活用する「共
有価値（shared�value）」の概念を提唱している。Porter�and�Kramer は CSR を

「慈善活動」や「リスク管理」から「競争優位性の源泉」（p.79）へと転換する必
要性を強調し、（ａ） 従来の CSR の「道徳的義務」は倫理的な善行を追求するが社
会的便益と経済的コストのバランスが不明確、（ｂ）「持続可能性」は長期的視点が
曖昧で短期的コストを軽視、（ｃ）「事業許可（license�to�operate）」は外部ステーク
ホルダーの要求に応じる受動的姿勢、（ｄ）「レピュテーション」はイメージ向上に
偏り、実質的な社会影響が測定不能といった 4 つの論理に基づき「断片的」である
と批判し、その問題点として、（ａ） 企業と社会を対立軸で捉え短期的な対応に終始、
（ｂ） 社会課題と企業戦略が分断され効果が限定的、（ｃ）CSR 報告書が形式的、（ｄ）
ステークホルダー満足度の過渡な重視の 4 点を指摘している（pp.80-84）。新しい
戦略的 CSR の核心は、バリューチェーン分析と競争環境の社会的要因の統合にあ
る（pp.82-83）。企業活動が社会に与える影響（例えば雇用創出や環境負荷）を

「Inside-Out」、社会条件が企業の競争力に与える影響（例えば教育水準やインフラ）
を「Outside-In」と定義し、社会的課題を「一般的課題」「バリューチェーン関連
課題」「競争環境関連課題」に分類し、特に「競争環境関連課題」を戦略的重点と
して焦点を当てることを推奨している（pp.83-87）。Porter�and�Kramer は「CSR
から企業と社会の統合（corporate�social�integration）へ」（p.92）と結論づけ、社
会課題の解決が企業の持続的成長を支え、社会価値と経済価値を両立する CSV が
長期的な企業成功の鍵であると主張している。CSR を「戦略論」に統合し、実践
的な枠組みを提供したことと、企業が社会課題を「機会」として捉える視点を確立
した点で学術的・実務的意義が大きい。

２ - １ - 6 　Porter and Kramer（２0１１）
　Porter�and�Kramer（2011）は現代の資本主義システムが社会・環境問題の原因
として批判され、企業への信頼が低下している現状を指摘し（pp.4-5）、従来の
CSR や短期的利益追求は社会的課題との対立を生み、持続可能な成長を阻害して
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おり（p.4）、この課題を解決するために CSV の概念を提唱し、経済的価値と社会
的価値を同時に創造する新しい経済戦略の必要性を強調している（p.5）。CSV は

「社会のニーズをビジネスチャンスと捉え、イノベーションを通じて解決する」こ
とを核心としており（p.6）、単なる慈善活動や利益分配ではなく、価値の総量を
拡大することを目指す点に特徴がある（p.6）。具体的には、健康・環境・教育な
ど社会的ニーズを新たな市場として開拓する「製品と市場の再定義」、資源効率・
労働環境・サプライヤー連携の改善で競争力を強化する「バリューチェーンの生産
性再定義」、企業の成功と地域経済の発展を連動させる「地域クラスターの構築」
の ３ つの方法で実現する（pp.7-11）。また、資本市場は短期的利益より長期的価値
を評価する仕組みを構築する必要性を強調している（p.17）。Porter�and�Kramer
は CSV が「資本主義の次なる進化形」であり、企業が社会的課題を解決すること
で持続可能な成長と社会の信頼回復を実現できると結論付け（p.17）、「すべての
利益が平等ではない」と述べ、社会に貢献する利益こそが未来の資本主義を支える
と主張している（p.15）。

２ - １ - 7 　Vogel（２005）
　Vogel（2005）は CSR の可能性と限界を経済的・実証的な観点から分析している。
その核心的な主張は CSR が「市場の美徳」として一定の役割を果たす一方で、そ
の効果は市場原理や利益追求の論理によって制約されるという点にある。CSR は
ブランド価値の向上や従業員の士気向上といった「ビジネスケース」を持つ事例を
認めるものの、こうした取り組みは短期的な収益に直結しない場合に企業が消極化
する傾向を指摘し、CSR の限界を明らかにしている。さらに、グローバル化が進
む現代において、多国籍企業のサプライチェーン管理や発展途上国の労働問題など、
CSR の課題が複雑化している点を強調している。しかし、企業の自主的な努力だ
けでは環境破壊や貧困といった構造的な社会問題を解決できず、政府による規制や
政策の補完が不可欠であると論じている。Vogel は CSR を戦略的に活用した成功
事例を紹介する一方で、「良い企業」が必ずしも市場で成功しない現実にも注目す
る。CSR への過剰な期待を戒め、社会課題の解決には「企業の自主性」「法的規制」

「消費者や NGO の監視」の ３ つの要素の連携が重要であると提言している。最終
的には CSR を現実主義的に評価しつつ、その可能性を最大化するためには市場メ
カニズムと公的介入のバランスが鍵であると結論付けている。
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２ - １ - 8 　Banerjee（２008）
　Banerjee（2008）は CSR、持続可能性、企業市民権（corporate�citizenship）に
関する現代の言説を批判的に分析し、表面上は「開放的」な修辞を用いるが、実際
にはそれらが大企業の権力を正当化し強化するための「イデオロギー運動」として
機能し、これらの概念は企業の利益に基づいて定義され、外部のステークホルダー
の利益を制限していると主張している（pp.3-4）。ステークホルダー理論を「ステー
クホルダー植民地主義」と批判し、企業が先住民コミュニティとの対話を「開発推
進の手段」として利用する構造的不均衡を例示し（pp.22-23）、持続可能性の概念
はブルントラント報告（World�Commission�on�Environment�and�Development,�
1987）が提唱する「将来世代のニーズ」との整合性が企業によって「持続可能な成
長」へと歪められ、S&P ダウ・ジョーンズ・インデックスのように株主価値最大
化の戦略に再定義されていることを指摘している。Banerjee は CSR が「善意のレ
トリック」に留まる限り真の社会変革は不可能であるとし、企業の法的枠組みの再
構築や国際的なアカウンタビリティの強化（pp.37-39）、批判管理学的観点から企
業とステークホルダーの対話における権力関係などに焦点を当て、「企業の利益」
に縛られた利益追求と倫理の矛盾を超える代替的経済モデルの構築を提言している

（pp.39-41）。

２ - ２ 　研究の位置関係
　従来の CSR/CSV 理論は企業活動における利益追求と倫理的責任の統合を目指す
一方で、根本的に「企業の利益」に縛られた内在的限界を抱えている。Bowen

（1953）が提唱した CSR の原初的理念は企業を社会の道徳的主体と位置付けたが、
Friedman（1970）の批判が示すように、現代資本主義システム下では「株主利益
の最大化」という論理が常に優先される構造的矛盾が存在する。Carroll（1991）
のピラミッドモデルや Elkington（1997）の TBL は多元的責任のバランスを追求
するが、経済的責任を基盤とする階層構造そのものが倫理的・慈善的責任をオプ
ション化し、利益との衝突時に後退する脆弱性を内在させている。
　Porter�and�Kramer（2011）が提唱する CSV は社会課題の解決を競争優位の源
泉と再定義することでこの矛盾の克服を試みている。しかし、その実践は市場原理
に適合する「ビジネスケースのある社会課題」に限定されがちであり、Vogel

（2005）が指摘するように短期的収益に直結しない領域での消極化や、Banerjee
（2008）が批判する「持続可能な成長」への概念のすり替えを招いている。CSR 報
告書や SDGs 経営の普及にもかかわらず、環境破壊や格差拡大が続く現実はこれら
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の理論が企業の自主性に依存する「善意のガバナンス」モデルの限界を露呈してい
る。
　根本的な課題は企業の意思決定構造そのものが株主利益優位に設計されている点
にある。ステークホルダー理論における非資本的ステークホルダーの利害が形式的
に対話枠組みに組み込まれつつも、最終決定では切り捨てられる構造が持続してい
る。
　この矛盾を克服するためには従来の CSR/CSV 理論の延長線上ではなく、地域社
会における企業のレゾンデートルを意識したステークホルダー理論の再構築と、そ
れを根本から支える人的資本経営の定義が不可欠である。

3 　研究の方法

　本研究は地域社会における中小企業のレゾンデートル形成と人的資本経営の役割
を明らかにするため、以下の研究手法を組み合わせ、批判的考察により結論を導出
する。

3 - １ 　国際比較分析
　中小企業の定義に関する政策的差異を明らかにするため、日本（中小企業基本
法）、アメリカ（米国中小企業庁［Small�Business�Administration,�SBA］基準）、
欧州連合（EU）（EU　Recommendation�2003/361/EC）、OECD、世界銀行の定義
を比較し、各国の制度設計が地域特性や政策目的に応じて戦略的に構築されている
ことを示す。

3 - ２ 　文献探索的アプローチ（探索的研究）
　先行研究の体系的レビューを通じ、中小企業のレゾンデートルと人的資本経営に
関する理論的枠組みを構築する。先ず、経済学における人的資本概念を出発点とし、
Schultz（1961）の教育投資理論と Becker（1993）の訓練費用分担モデルを批判的
に検討する。次に、社会学的視点では Granovetter（1985）の埋め込み性理論と
Putnam（2000）の社会関係資本理論を統合し、Berger（1986）の中間集団概念を
接合する。さらに、先行研究の実証研究（e.g.,�Birch,�1979;�Johnson�Jorgensen�et�
al.,�2020）を比較検証し、理論間の矛盾や補完性を抽出する。
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3 - 3 　理論的統合（理論再構築）
　CSR/CSV 理論の限界を超克するため、以下の ３ 段階で新たなフレームワークを
構築する。
・第 1 段階：�Granovetter（1985）の「埋め込み性」と Putnam（2000）の社会関

係資本を基盤に、地域ネットワークの経済的機能を再定義する。
・第 2 段階：�Freeman（2010）のステークホルダー理論と Becker（1993）の人的

資本理論を接合し、「地域価値共創モデル」を提案する。
・第 ３ 段階：�Branco�and�Rodrigues（2006）の資源ベースの視点を応用し、地域特

化型の人的資本投資を競争優位性の源泉として位置付け理論化する。

3 - 4 　批判的考察による仮説提示
　既存理論の矛盾点を明示しつつ、中小企業のレゾンデートルを形成する人的資本
投資に「教育投資＝地域アイデンティティ醸成」という新たな命題を導出する。こ
れにより、人的資本経営を「地域の暗黙知伝承」と「経済合理性」の両立ツールと
して再定義する。

4 　定義

4 - １ 　地域社会の定義
　Berger（1986）は「人間的な規模」とは大規模化・グローバル化した資本主義
システムがもたらす非人格的な関係性に対抗し、個人が直接的なつながりや意味を
感じられる「小さな単位」で社会・経済活動を営むことを指し、具体的には、（ａ）
顔の見える関係性（中小企業や地域コミュニティ内での活動を通じ、個人が「匿名
性」に埋もれず、オーナー・従業員・顧客が相互に認識し合い、責任や信頼を伴う
関係を築くこと）、（ｂ） 共同体への埋め込み（経済活動が地域の文化・価値観・ニー
ズと密接に結びつき、利益追求だけでなく「共同体の福祉」を意識した意思決定が
行われること）、（ｃ） 管理可能な規模（組織や事業が拡大しすぎず、個人が全体を
把握し、意識疎通や調整が可能な範囲に留まることで、疎外感を軽減し、「自分が
社会に貢献している」という実感を維持できること）、（ｄ） メディエイティング・
ストラクチャーの中核（国家やグローバル企業のような巨大システムと個人の間に
位置し、両者の緊張を緩和する「中間集団」として機能すること）の 4 点の特徴を
持つと述べている（pp.170-175）。
　本研究では、「地域社会」を Berger（1986）の提唱する「人間的な規模」として
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個人が直接的なつながりや意味を感じられる「小さな単位」で社会・経済活動を営
む小規模コミュニティと定義する。

4 - ２ 　中小企業の定義
　我が国における中小企業の定義は中小企業基本法に基づいて定められており、業
種ごとに資本金や従業員数などの基準が異なっている。例えば、同法第 2 条第 1 項
第 1 号では製造業・建設業・運輸業などは資本金 ３ 億円以下、または従業員数300
人以下の企業を中小企業と定めている。この定義は政策的な支援策の対象範囲を明
確にするために用いられ、経済産業省や金融機関の統計・制度設計にも反映されて
いる。
　アメリカでは SBA が業種ごとに NAICS コード（北米産業分類システム）を基
に中小企業の規模基準を設定しており、競争力や市場シェアを考慮し、定期的に見
直しを行っている。例えば、製造業では従業員数が主要な判断基準となっており、
具体的には、13�C.F.R.�§�121.201において過去12か月間の平均従業員数が500人以
下の企業と定義している（U.S.�Small�Business�Administration,�2020）。この基準は、
企業が政府調達や支援プログラムに応募する際の資格判断に利用される。
　EU では2002年 ５ 月に採択された EU�Recommendation�2003/361/EC が EU 域内
における中小企業の定義を標準化するための枠組みを示しており、中小企業を従業
員数250人未満であり、かつ年間売上高が4，000万ユーロ以下または貸借対照表総額
が4，300万ユーロ以下の企業と定義している。さらに、中小企業は独立した事業体
であり、他企業や外部投資家による資本・意思決定の支配が25％を超えないことが
条件となっている。この定義は詳細なカテゴリ分類もしており、企業規模を「零細
企業（micro）」（従業員数10人未満、売上高200万ユーロ以下）、「小規模企業

（small）」（従業員数10から49人以下、売上高200万から1，000万ユーロ以下）、「中堅
企業（medium-sized）」（従業員数50から249人以下、売上高1，000万から4，000万
ユーロ以下）の ３ 段階に分類している。この勧告は経済のグローバル化やインフ
レーションを反映したもので、特に、EU 共通の研究開発プログラムや地域振興策
において企業規模に応じた支援を適切に分配する基盤となっている（European�
Commission,�2003,�pp.5-9）。
　OECD（2019）では、中小企業を従業員数が250人未満の企業と定義し、国際比
較の際には国ごとの政策上の定義との整合性に注意を要することを指摘している

（p.36）。
　World�Bank（2020）では中小企業の定義を従業員数 ５ から300人程度および年間
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売上高や資産規模に基づいて分類すると説明している（Section�1,�Paragraph�1-2）。
ただし、低所得国では従業員数がより少ない場合も中小企業とみなされることを補
足している。また、経済発展段階や産業構造の違いによって中小企業の定義が柔軟
に調整される必要性を強調している。例えば、製造業とサービス業では従業員数や
資本要件が異なるため、一律の基準を適用できないと述べている（Section�2,�
Paragraph�1-2）。
　中小企業の定義については各国・地域が経済構造や政策目的に応じ、従業員数、
資本金、売上高、資産額、業種特性など独自の基準を採用しており、単なる統計分
類だけではなく経済的生態系を反映させた経済政策の戦略的ツールとして機能して
いる。
　本研究が対象としている中小企業は、「人間的な規模」の小規模コミュニティに
おいて地域に根差した顔の見える関係を構築し、地域社会のため積極的な人的資本
投資を行っている地元企業である。

5 　中小企業のレゾンデートル

5 - １ 　Birch（１979）
　Birch（1979）は Dun�&�Bradstreet の企業データ（1969-1976年）を用い、米国
における雇用創出メカニズムを分析し、（ａ） 雇用増の80％は新規企業の誕生（births）
と既存企業の拡張（expansions）に依存し、企業の物理的移転の影響は無視できる

（年間0.1％未満；pp.22-24）、（ｂ） 従業員20人未満の小規模企業が全雇用創出の
66％を担い（p.30）、特に独立系企業が半数以上を占める（p.29）、（ｃ） 設立 4 年未
満の若い企業が雇用創出の75％以上を占め（p.32）、大企業の貢献は15％未満であ
る（p.30）ことを明らかにし、経済政策の焦点を大企業から地域の起業家エコシ
ステムへ転換する必要性を提示している。

5 - ２ 　Granovetter（１985）
　Granovetter（1985）は経済行動が「社会的関係のネットワークに埋め込まれて
いる（embeddedness）」という理論を提唱した（pp.481-483）。従来の経済学が想
定する社会規範を無視し、「低社会化（undersocialized）」した個人の合理的選択や、

「過社会化（oversocialized）」した社会規範や価値観への盲従を批判し、両極端を
避け、継続的な社会的関係が取引コストを低下させ、信頼や協力を促進すると指摘
している（pp.483-485）。中小企業は地域密着型のネットワークが競争優位の源泉
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となり（pp.497-498）、こうしたネットワークは地域コミュニティにおける「顔の
見える関係」を通じた信頼醸成に依存しており、契約書に明文化されない暗黙の了
解（例えば品質管理や納期遵守）が機能し（pp.490-491）、さらに、地域特産品産
業では世代間の技術承継や地域金融機関との密接な連携が中小企業の持続可能性を
支えると述べている。政策的には地域の社会資本（social�capital）を強化する施策
が有効であると指摘している（pp.504-505）。例えば、商工会議所によるビジネス
マッチング支援や地域ブランドの共同開発は、ネットワークの「埋め込み性」を高
め、取引コストを削減する（p.507）。ただし、デジタル化が進む現代ではオンラ
イン取引の拡大により地理的近接性の重要性が低下する一方、地域の「ストーリー
性」や人的ネットワークが新たな付加価値として注目されることを述べている

（p.498）。Granovetter は結論として、経済分析において社会資本の構造を無視す
ることは誤りであり、特に中小企業の戦略や政策設計には「埋め込み性」の視点が
不可欠であることを強調している（pp.506-507）。

5 - 3 　Berger（１986）
　Berger（1986）は中小企業を「地域社会の核」（pp.120-125）と位置付け、これ
らが地域経済の安定性（例えば雇用の持続性）、社会的ネットワークの形成（例え
ば企業オーナーと従業員・地域住民間の信頼関係）、文化的アイデンティティの維
持（例えば地域固有の伝統の継承）を通じてコミュニティの結束力を強化すること
を論じた（pp.130-135）。特に、マルクス主義が指摘する「資本主義 = 共同体の破
壊」という批判に対し、中小企業は「メディエイティング・ストラクチャー」とし
て機能し、個人と巨大社会システムの間に位置して孤立を防ぐ役割（pp.140-145）
や、地域固有の社会関係資本（ローカル・キャピタル）を醸成する役割（pp.150-
151）を果たすと反論している。さらに、イタリアの産業地区やアメリカ地方都市
の事例（pp.160-165）を挙げ、中小企業が技術革新や地域アイデンティティ維持に
貢献することを実証的に示しつつ、現代のグローバリゼーション批判や地産地消の
意義を強調している。Berger は資本主義を単純に「善」または「悪」と断じるの
ではなく、その中で中小企業が持つ「社会的機能」に焦点を当て、地域社会の核と
して中小企業は経済合理性だけでなく、「人間的な規模（human�scale）」を維持す
るための鍵だと説明している。

5 - 4 　Johnson Jorgensen et al.（２0２0）
　Johnson�Jorgensen�et�al.（2020）は持続可能性を目的として、家族経営企業の
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オーナーと地域コミュニティの相互関与がビジネス成功に及ぼす影響を19年間の縦
断調査（サンプル数71）により分析した（pp.1-2）。理論的枠組みとして、社会資
本（外部ネットワークの情報共有と信頼）、コミュニティの社会的責任、持続可能
な家族ビジネス理論、および起業家相互依存理論を拡張し、オーナー・地域機関・
コミュニティの相互依存に「関与レベル」を追加している（pp.3-5）。調査結果で
は、オーナーの高関与（57.8％が HH タイプ：高関与・高支援）が主観的成功

（49.3％）、利益達成（35.3％）、目標達成（40.8％）と強く相関し（pp.9-11）、男
性・若年層・大卒・健康状態良好なオーナーは関与が高く、小規模企業や地方都市
の企業は関与傾向が顕著であることを明らかにしている（p.10）。一方、家族企業
は「コミュニティが企業に貢献しない」と認識し、緊急時以外の地域協働が稀であ
る点も指摘している（pp.11-12）。Johnson�Jorgensen�et�al. は起業家教育における
社会的責任やネットワーク構築や地域と企業の協働を促進するプログラムの政策立
案への応用可能性を示唆し、地域経済の持続性には「相互関与による社会資本構
築」が不可欠と結論付けている（p.14）。

5 - 5 　Putnam（２000）
　Putnam（2000）はアメリカ社会における小規模コミュニティの衰退に焦点を当
て、社会関係資本を「個人間のつながり―社会的ネットワークと、そこから生まれ
る互恵性の規範および信頼性」（p.19）と定義し、社会関係資本を「結束型

（bonding）」と「橋渡し型（bridging）」に分類した。結束型は家族や民族コミュニ
ティなど同質的な集団内の強化な紐体を指し、結束力が強い一方で排他的になり得
ること、一方、橋渡し型は地域イベントでの多世代交流など異質な集団間の緩やか
な関係を指し、多様な資源を共有できるが維持コストがかかり、地域社会における
情報共有の効果性は、この両類型の均衡に依存することを指摘している（pp.19-23）。
結束型は、例えば地元商店街の強固なネットワークのように情報の深い信頼を醸成
する一方、橋渡し型は地元商店街と観光協会との連携のように多様な情報を外部に
拡散し、両類型が補完的に機能する場合、伝統技術のビジネス化のように地元資源
をイノベーションに結びつけることができるが、両類型の均衡が崩れると、閉鎖的
共同体での情報停滞（結束型過剰）や、都市部の災害時共助不足（橋渡し型過剰）
といった課題が生じることを指摘している（pp.22-23）。また、「地域経済の密度が
高いほど、市民的関与が活性化し」（p.290）、「地域密着型の雇用は人々に所属意
識を与え、コミュニティへの投資意欲を高める」（p.298）ことを指摘し、中小企
業を地域の信頼と協働を支える経済的基盤として位置付け、「地域ビジネスの空洞
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化は人々が場所に根ざす機会を奪った」（p.303）ことを指摘し、中小企業の衰退
を社会関係資本低下の一因と分析している。

5 - 6 　小括
　中小企業のレゾンデートルとは地域経済における雇用創出機能（Birch,�1979,�
pp.22-32）、�社会関係資本の醸成（Granovetter,�1985,�pp.481-507）、コミュニティ
の結束力強化（Berger,�1986,�pp.120-165）、持続可能な相互関与の構築（Johnson�
Jorgensen�et�al.,�2020）および社会関係資本の均衡的発展（Putnam,�2000）という
多層的機能に求められる。具体的には、（ａ） 新規創出企業と若年企業が地域の雇用
を担う経済的基盤としての役割（Birch,�1979,�p.32）、（ｂ） 地域密着型ネットワーク
を通じた暗黙の信頼形成（Granovetter,�1985,�pp.490-491）、（ｃ） 個人と巨大システ
ム間の「中間集団」としての社会的緩衝機能（Berger,�1986,�pp.140-145）、（ｄ） 企
業オーナーと地域コミュニティの高次元相互関与による持続可能性実現（Johnson�
Jorgensen�et�al.,�2020,�p.22）が相互補完的に作用し、「人間的な規模」を維持しな
がら経済合理性と社会性を統合するレゾンデートルを構成する。中小企業のレゾン
デートルとは、中小企業が単なる経済主体ではなく、地域社会のアイデンティティ
維持・技術承継・信頼醸成を支える「社会的インフラ」として機能することである。

図表 １ 　中小企業のレゾンデートルの構成要素
レゾンデートル 中核機能 成果

・地域社会の「社会的インフラ」 ・雇用創出機能
・地域密着型ネットワークの醸成
・中間集団としての社会的緩衝機能
・持続可能な企業オーナーと地域コ

ミュニティの高次元相互関与

・「人間的な規模」の維持
・地域社会のアイデンティティ維持
・暗黙の信頼形成
・コミュニティの結束力強化
・社会関係資本の均衡的発展

出所：筆者作成

6 　中小企業のレゾンデートルを形成する人的資本経営

6 - １ 　人的資本理論
　Smith（1776/2003）は「国富論」において、労働者の技能や教育が経済的価値
を生む固定資本の一種であると指摘しているが、これが人的資本概念の萌芽とされ
ている。
　Schultz（1961）は経済学者が人的資本の分析を避けた理由として「人間を資本
とみなすことは奴隷制を連想させる」という論理的抵抗（p.5）や、労働力を「均
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質な単純労働」と仮定する古典派経済学の限界を指摘し、教育や技能の差異を無視
した従来の生産性分析を「現実から遊離した理論」と批判している（p.6）。1900
年から1956年にかけて、アメリカにおける人的資本の蓄積は物的資本の約 2 倍の速
度で成長し、国民所得増加の「未解明部分の30-50％を説明する主要因」となり

（pp.11-13）、特に高等教育の収益率は9-11％と推定され、物的資本投資と同等以上
のリターンを生んでいると強調している。低所得国支援においては「工場や機械の
提供だけでは不十分」と警告し、「技術知識と教育インフラへの投資こそが持続的
成長の基盤」（p.16）と主張している。さらに国内政策では税制の人的資本優遇や
労働移転支援プログラムの必要性を提唱している（pp.13-14）。
　Mincer（1958）は個人の所得格差を説明する機会の不平等や遺伝的能力など従
来の要因に異議を唱え、教育や職業訓練への投資が人的資本の蓄積を通じて所得分
布を形成するという理論的枠組みを提案している。学費や機会費用など人的資本投
資の費用と将来所得の増加など便益を比較し、投資が限界費用と限界便益が均衡す
る点で決定されると論じている。さらに教育年数が長いほど所得が逓増的に上昇し、
労働経験も逆Ｕ字型の所得プロファイルに影響すると指摘している。実証分析では
教育と所得の正の相関を支持する結果を示し、政策面では教育機会の均等化が格差
縮小に重要だと結論付けている（pp.281-302）。
　Becker（1993）は人的資本理論を体系的に分析し、教育や訓練への投資が個人
の生産性と生涯所得に与える影響を強調している。人的資本を知識やスキルの蓄積
として定義し、直接費用・機会費用など教育費用と賃金上昇など期待収益の比較を
通じた合理的選択モデルで説明している。複数企業で活用可能なスキルである一般
訓練と、特定企業に依存するスキルである特殊訓練の費用分担構造を区別し、前者
は労働者、後者は企業が主に負担すると論じている。実証分析では高等教育が生涯
所得を増加させる傾向を確認する一方、社会構造や個人の生来の能力が結果に影響
する「能力バイアス」の可能性も指摘している。政策的には教育補助金や職業訓練
プログラムが経済格差の緩和に寄与することを提言している。
　Spence（1973）は労働市場における情報の非対称性に焦点を当て、教育が生産
性向上の手段ではなく、雇用主への「シグナル」として機能する理論モデルを構築
している。雇用主は求職者の真の能力を直接観察できないため教育水準をシグナル
として利用し、期待生産性に基づいて賃金を決定することを説明し、このモデルで
は高能力者は低コストで教育を修得できると仮定され、高能力者と低能力者が異な
る教育水準を選択する分離均衡が成立する場合、教育が有効なシグナルとなる一方、
全員が同じ教育水準を選択する混同均衡では教育はシグナルとして機能せず、社会
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的に非効率なリソース配分が生じ、シグナリングが個人合理性と社会効率性の乖離
を引き起こす可能性を指摘している（pp.355-374）。
　人的資本理論は教育・訓練・技能形成への投資が個人の生産性向上と経済成長の
原動力であることを実証し、理論的枠組みでは教育投資が機会費用と期待収益の比
較を通じた合理的選択として説明され、人的資本の蓄積が所得分布を形成するメカ
ニズムを明らかにしている。教育年数と所得の逓増的関係や逆 U 字型キャリアプ
ロファイルは、職業生涯における人的資本の動的蓄積過程を反映し、特に一般訓練
/ 特殊訓練の区分は企業と労働者の投資インセンティブ構造に理論的深化をもたら
している。しかし、シグナリング理論は教育が真の生産性向上ではなく能力選別機
能を果たす可能性を指摘し、人的資本投資の個人合理性と社会効率性の乖離という
新たな課題を提示しており、この理論的対立は人的資本経営の効果測定における複
雑性を浮き彫りにしている。現代社会において人的資本は物的資本と並ぶ成長の双
翼として位置付けられ、知識基盤社会における経営的優先順位の転換を促す理論的
基盤を提供している。

6 - ２ 　Freeman（２0１0）
　Freeman（2010）は「株主利益の最大化」を至上命題とするモデルを批判し

（pp.15-18）、企業の持続可能性には顧客、従業員、取引先、地域社会など多様なス
テークホルダーの利益を統合することが不可欠であると主張している（p.27）。
Freeman はステークホルダーを「企業の活動に影響を与え、または影響を受ける
あらゆる個人・集団」と定義し（p.33）、直接的ステークホルダー（例えば株主や
従業員）と間接的ステークホルダー（例えば政府、NGO、自然環境）を区分して
分析する枠組みを提示し（pp.35-38）、理論的枠組みとして、ステークホルダーを

「権力」「正当性」「緊急性」の ３ 軸で評価する「ステークホルダー・マップ」
（pp.67-72）や、企業とステークホルダーが協働して価値を創造する「価値共創モ
デル」を提唱している（pp.103-109）。Freeman は人的資本を「従業員の知識・技
能・創造性が組織に提供する戦略的価値」と定義し、ステークホルダー理論の実践
において核心的な役割を果たすと論じている（pp.89-92）。従来の人的資源管理が

「コスト削減の対象」とみなす傾向を批判し、人的資本を「長期的な価値共創の源
泉」として再定位する必要性を強調している。特に、従業員を「直接的ステークホ
ルダー」と位置付け（p.76）、彼らのエンゲージメント向上が顧客満足度や株主リ
ターンに波及する「連鎖的価値創造プロセス」を提唱している（p.154）。具体的
には、（ａ） 人的資本への投資（例えば教育プログラムやワークライフバランス施策）
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が従業員のロイヤリティを高め、結果として生産性向上や離職率低下を通じて「全
ステークホルダーへの利益還元」を可能にする（p.161）、（ｂ） 多様なバックグラウ
ンドを持つ従業員が「内部ステークホルダー」として外部ステークホルダー（地域
社会、顧客）との橋渡し役を担い、イノベーションを促進するメカニズム（p.178）、
（ｃ） 倫理的な労務管理が企業評判を向上させ、投資家や規制当局からの信頼獲得に
つながる「社会的合法性の構築」効果（p.203）の ３ 点で両者の関係を整理してい
る。Freeman はこの理論的枠組みを実証するため、サウスウエスト航空の事例を
分析し（pp.165-167）、同社が従業員の意思決定権拡大と利益共有制度を導入した
結果、業界最高水準の顧客満足度と株主リターンを同時達成した事実を、人的資本
投資とステークホルダー・バランスの成功例として提示している。ただし、課題と
して短期的業績圧力下で人的資本投資が軽視される傾向（p.192）や、グローバル
企業における文化差の調整問題（p.215）を指摘し、ステークホルダー間の対話プ
ロセスを通じた持続的解決を提唱している。

6 - 3 　Donaldson and Preston（１995）
　Donaldson�and�Preston（1995）はステークホルダー理論を「記述的（descriptive）」

「道具的（instrumental）」「規範的（normative）」の ３ 側面から分析し、これらが
相互補完的であり（pp.65-66）、特に規範的基盤の核心性と従業員を含むステーク
ホルダーの重要性を強調している（pp.74，87-88）。「記述式側面」では企業が実際
に株主だけでなく、従業員、顧客、サプライヤー、地域社会など多様なステークホ
ルダーを考慮している現実を説明し（p.68）、企業を「協力的・競争的な利害関係
の集合体」と捉え（p.66）、企業統治法など法律やステークホルダー重視の傾向な
ど経営者調査を根拠に現実の妥当性を示し（pp.75-76）、「道具的側面」ではステー
クホルダー管理が企業の業績（収益性、成長、安定性）に与える影響を実証的に検
証し（p.71）、成功企業のケーススタディや契約理論（取引コスト理論、エージェ
ンシー理論）を用い（pp.78-79）、ステークホルダー間の調整が効率的な成果につ
ながることを主張し、「規範的側面」では倫理的基盤としてステークホルダーの利
益は本質的価値（intrinsic�value）を持ち（p.67）、道徳的に尊重されるべきであり

（p.82）、企業への「所有権」は株主の独占権ではなく（p.83）、複数の権利の束
（bundle�of�rights）であり（所有権理論［,e.g.,�Coase,�1960;�Honoré,�1961］,�p.83）、
非株主の利害を含み、功利主義、リバタリアニズム、社会契約論を組み合わせた多
元的分配理論（e.g.,�Becker,�1992;�Munzer,�1992;�Rawls,�1971）がステークホルダー
の正当性を支えると論じている（pp.84-85）。Donaldson�and�Preston は従業員を含
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むステークホルダーの利益が「本質的価値」を持つと主張しており（p.66）、この
観点から、人的資本は企業の持続的な価値創造に不可欠な要素として位置付けてい
る。従来の株主中心の「Input-Output モデル」（Figure�1,�p.68）では従業員は単な
る「入力提供者」とみなされるが、ステークホルダーモデル（Figure�2,�p.69）で
は従業員は投資家や顧客と並んで企業の中心的な関係者として描かれ、双方向の利
害関係を示しており、「従業員の貢献が長期的な企業成功に不可欠である」という
規範的基盤を強調している（p.85）、例えば、長期間にわたる従業員の努力が「財
産権理論」に基づく正当な利害として認められ、企業のガバナンスにおいて考慮す
べきと指摘している（pp.84-85）。さらに、手段的側面では従業員を含む多様なス
テークホルダーの利益を調整することを「企業の目的」とし（p.79）、公正な契約
プロセスを通じた利害調整が組織パフォーマンスの向上につながると論じている

（pp.80-81）。このように、人的資本の育成と維持はステークホルダー理論の規範
的・手段的基盤と密接に連関し、企業の倫理的かつ効率的な運営を支える核心的概
念として機能すると説明している。

6 - 4 　Branco and Rodrigues（２006）
　Branco�and�Rodrigues（2006） は CSR を 資 源 ベ ー ス の 視 点（resource-based�
perspectives,�RBP）から分析し、人的資本と道徳の関係について CSR 活動が従業
員の知識・スキルや企業文化といった無形資産を形成し、競争優位性に寄与する点
を論じている。特に、倫理的責任（法的要件を超えた社会的期待への対応）や慈善
的責任（自主的な社会貢献）を果たす CSR 活動は従業員のモチベーション・士
気・忠誠心を高め、離職率の低下や安全な労働環境の提供は従業員の組織コミット
メントを強化し、採用コストの削減や人材の定着を促し（p.121）、さらに、企業
の評判は従業員の仕事満足度や外部ステークホルダーとの関係に影響を与え、従業
員が企業の社会的評判を意識することで行動が変化し得ると述べている（pp.127-
128）。一方、RBP では人的資本は「争われる領域」として捉えられ、管理が困難
であるため、従業員の自発的な協力を引き出す倫理的なマネジメントが不可欠であ
ることを強調している（pp.117-118）。さらに、企業は従業員の知識、特に暗黙知
や組織文化が「歴史的経路依存性」（例えば歴史的蓄積）や「社会的複雑性」（例え
ば評判は関係性に依存）を有し、競合他社による模倣が困難な資源となることを考
慮し、ステークホルダーの中でも従業員や地域社会との動的な関係構築を重視すべ
きであり、その情報の「質の高い開示」は評判強化に有効であると論じている

（pp.117-119）。また、CSR 活動を通じた人的資本投資と財務パフォーマンスの関
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係は双方向的であり、高収益が CSR 活動を可能にし、CSR の実績が評判を通じて
収益を向上させることを明らかにしている（pp.115-116）。このように CSR 活動を
道徳的価値と戦略的利益を両立させ、人的資本の持続的な開発を通じて企業価値を
高めるメカニズムとして位置付けている（pp.120-128）。

6 - 5 　小括
　中小企業のレゾンデートルを形成する人的資本経営とは、地域社会の経済的・社
会的基盤としての役割を果たすために、ステークホルダー理論と人的資本理論を統
合した経営アプローチを指す。具体的には、Smith（1776/2003）が指摘した人的
資本の経済価値（p.302）を基盤とし、Schultz（1961）が強調した教育投資の生産
性効果（pp.5-16）や Becker（1993）の一般 / 特殊訓練の費用分担理論（pp.33-45）
を発展させつつ、Freeman（2010）の提唱する「価値共創モデル」（pp.89-92）と
Donaldson�and�Preston（1995）の規範的ステークホルダー理論（pp.66-85）を統
合した理論的枠組みである。
　このアプローチの特徴は （ａ） 従業員の知識・技能を地域密着型ネットワーク

（Granovetter,�1985,�pp.490-491）と結びつける人的資本投資戦略、（ｂ） 企業オー
ナーと地域コミュニティの相互関与（Johnson�Jorgensen�et�al.,�2020,�p.22）を促進
するガバナンス構造、（ｃ）CSR 活動を通じた人的資本投資による社会関係資本の構
築（Branco�&�Rodrigues,�2006,�pp.117-128）の ３ 層構造で構成される。特に、
Berger（1986）の「中間集団」理論（pp.140-145）が示す社会的緩衝機能を CSR
活動を通じた人的資本の地域密着型ネットワークによる地域的定着によって強化し、
Putnam（2000）の社会関係資本の均衡的発展を実現する点に革新性がある。
　この人的資本経営は Birch（1979）が指摘する雇用創出機能（p.32）を維持可能
なものとし、物的資本と人的資本の相互作用（Schultz,�1961,�p.16）を通じて、経
済合理性と社会性を統合した「人間的な規模」の価値創造経営モデルを構築する。
換言すれば、中小企業が地域の「社会的インフラ」として機能するレゾンデートル
は、人的資本を単なる生産要素ではなく、多様なステークホルダー（Freeman,�
2010,�p.76）との価値共創媒体として位置付ける経営哲学によって支えられるので
ある。

7 　結論

　中小企業のレゾンデートルを形成する人的資本経営は、以下の理論的統合から導
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出される。
　第一に、中小企業のレゾンデートルは単なる経済主体を超えた「社会的インフ
ラ」としての機能に求められる。Birch（1979）が指摘する雇用創出機能（pp.22-
32）、Granovetter（1985）の「埋め込み性」理論が示す地域ネットワークに基づく
信頼醸成（pp.490-491）、Berger（1986）の「中間集団」としての社会的緩衝機能

（pp.140-145）、さらに Putnam（2000）の社会関係資本の均衡的発展が相互補完的
に作用し、地域コミュニティの経済的安定性・文化的継承・社会的結束を支える

（Johnson�Jorgensen�et�al.,�2020,�p.14）。このレゾンデートルはグローバル資本主義
がもたらす「人間的な規模」の喪失に対抗する地域固有の価値創造メカニズムとし
て位置付けられる。
　第二に、このレゾンデートルを支える人的資本経営は、ステークホルダー理論と
人的資本理論の統合によって構築される。Freeman（2010）の「価値共創モデル」

（pp.89-92）と Donaldson�and�Preston（1995）の規範的ステークホルダー理論
（pp.66-85）に基づき、従業員の知識・技能を地域ネットワークと連結させる戦略
が核心となる。Becker（1993）が指摘する一般 / 特殊訓練の費用分担構造（pp.33-
45）を地域特性に適応させ、暗黙知の伝承や地域産業連携に特化した人的資本投資
を行うことで、競合他社に模倣困難な資源を形成し（Branco�&�Rodrigues,�2006,�
pp.117-128）、教育投資を生産性向上と地域アイデンティティ醸成の両面で再定義
する。
　第三に、この経営アプローチは企業の意思決定構造そのものを変革する。従来の
CSV 理論が抱える「ビジネスケースのある社会課題」への限定性（Porter�&�
Kramer、2011，p.6）や、短期的利益圧力による倫理的後退（Vogel,�2005,�p.12）
を超克するためには、地域ステークホルダーをガバナンスに組み込んだ「参加型意
思決定モデル」が不可欠である。具体的には、従業員・顧客・地域社会の多様なス
テークホルダーが経営戦略の策定段階から関与し、経済価値と社会価値を同時測定
する評価指標を開発する必要がある（Elkington,�1997,�pp.5-9）。
　結論として、人的資本経営を通じた中小企業のレゾンデートル形成には、（ａ） 地
域固有の社会関係資本を活用した人的資本投資戦略、（ｂ） 多様なステークホルダー
を意思決定に組み込むガバナンス革新、（ｃ） 教育投資を地域価値創造へ再定義した
人的資本投資と社会関係資本の構築の ３ 点が不可欠である。これにより、中小企業
のレゾンデートルは中小企業を単なる経済主体から「人間的な規模」を維持する社
会的存在へと再定義する新たな経営パラダイムを提示し、中小企業は「成長」と

「持続可能性」の二項対立を超え、地域社会の生態系と調和した新たな経済モデル
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を構築し得るのである。
　なお、本研究の限界は人的資本経営がレゾンデートル形成に与える影響の因果関
係について実証分析が行われておらず、理論仮説の検証が行われていないことであ
り、今後の課題である。

図表 ２ 　人的資本経営の 3 層構造と地域価値創造メカニズム
階層 理論的基盤 地域価値

・人的資本投資戦略 ・Granovetter（1985）の埋め込み性理論
・Becker（1993）の費用分担理論応用

・地域特化型暗黙知
・産業連携ネットワーク

・ガバナンス革新 ・Freeman（2010）の価値共創モデル
・Donaldson�&�Preston（1995）の規範的

アプローチ

・多主体参加型意思決定システム

・社会関係資本構築 ・Putnam（2000）の均衡発展理論
・Berger（1986）の中間集団理論

・持続可能な地域コミュニティ基
盤

出所：筆者作成
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